
実績値

１．取組指標の実績値

実績値

目標値

協働まちづくり課コミュニティ活動支援事業　【再掲6-1-(5)】 2,500 6,600 維持

協働まちづくり課

市民活動普及事業　【再掲6-1-（2）】 協働まちづくり課 2,000 2,000 維持

コミュニティセンター等管理運営事業　【再掲6-1-(1)(3)(4)(5)】 協働まちづくり課 113,323

協働まちづくり推進事業 協働まちづくり課 775 2,387 維持

コミュニティセンター等管理運営事業　【再掲6-1-(2)(3)(4)(5)】 協働まちづくり課 113,323 133,648 維持◎地縁的なつながりの薄い転入者・外国人の増加、核家族化や価値観の多様化により、自治会活動に理解を得る
ことが難しくなってきており、年々自治会加入率が低下している。この結果、役員の担い手不足といった問題が生じ
ており、自治会活動の必要性を再確認・認識してもらえるよう、継続して周知・啓発活動を実施し、住民相互のつなが
りを深めることで、「共助」の体制づくりを進めていくことが不可欠である。
◎市内14箇所にコミュニティセンターを設置し、各地区にまちづくり協議会が設立された。そのうち、９地区のまちづく
り協議会が「特色ある地域づくり交付金（地域活動加速化支援分）」制度を活用し、20事業を実施した。新たな地域づ
くりに取り組む体制づくりが進んだが、活動を継続・発展させていくためには、新たな担い手を確保・育成をする必要
がある。
◎地域の課題解決に取り組んでいくため、市民や地域、市民活動団体や企業等と行政が協働できる関係を築き、協
働による役割分担を推進していくことが必要である。

R2年度に
重点化する

事業

現状と課題

113,323 133,648 維持

基本方針（３）交流・連携の機会の創出

市民活動普及事業　【再掲6-1-（3）】 協働まちづくり課 2,000 2,000 維持

コミュニティセンター等管理運営事業　【再掲6-1-(1)(2)(4)(5)】

基本方針（２）市民活動の促進

133,648 維持

取組別評価シート（平成30年度実績） ４．この取組実現のための主な事業

事業名 担当課

総事業費（千円）

自治会関係支援事業 協働まちづくり課 76,363 76,883 維持

政策6 市民がいきいきと活躍するまちを目指します
Ｈ30年度
実績額

R1年度
予算額

R2年度
予算の方向性取組１ 市民と行政の協働によるまちづくり

取組の目的 市民や地域が地域づくりに主体的に取り組む体制をつくり、市民と行政の協働によるまちづくりを推進します｡ 基本方針（１）自治会（連合会）活動の維持・促進

コミュニティセンター等管理運営事業　【再掲6-1-(1)(2)(3)(5)】 協働まちづくり課 113,323 133,648 維持

基本方針（４）パートナーシップによるまちづくり

585 維持553

実績値

東海道どまん中袋井宿発信事業 協働まちづくり課

コミュニティセンター等管理運営事業　【再掲6-1-(1)(2)(3)(4)】

協働まちづくりセンター管理事業

目標値

コミュニティ活動支援事業　【再掲6-1-(3)】 協働まちづくり課

－

0

－

46

協働まちづくり課

54

4

66

8

コミュニティ施設整備支援事業 協働まちづくり課

基本方針（６）活動拠点の整備・支援

コミュニティセンター施設管理事業 協働まちづくり課

基本方針（５）地域コミュニティの充実・支援24

協働まちづくり課 113,323 133,648

70

10

維持

◎24,1506,286

13,398 25,000

拡充

2,500 6,600 維持

維持

1

2

実績値

実績値

目標値

5

3

20

62

53

－

2

3

54

4目標値

実績値

10

58

6

5

58

4
80,447 208,640 拡充

目標値

0

－

目標値

５．総合評価

Ⅰ．評価の分析

◎自治会加入率については、核家族化や加入しない若者単身世帯・外国人の
増加などにより、加入世帯率が徐々に減少している。
◎地域主体による新たなまちづくり事業への取組については、各地区でまちづく
り協議会が設立されるなど、体制づくりが進められた。また、市の支援策として
「特色ある地域づくり交付金」制度を創設したところ、９地区のまちづくり協議会で
20の特色ある地域づくり活動が実施された。
◎協働まちづくりセンターの登録団体数については、登録団体の活動場所は定
着してきたものの、一般の市民活動団体が気軽に立ち寄り相談するまでには十
分認知されておらず、団体の登録に必ずしも繋がっていない。
◎NPO団体等が企業と連携し実施した事業数については、ふらっと主催のNPO
相談会において、企業との協働事業コーディネイトを実施した結果、事業数が昨
年度よりも増加した。
◎コミュニティセンターの利用者数については、コミュニティセンターへの移行完
了に伴い、地域の会議や打合せなどが減ったため、減少したと推察される。
◎市民意識調査の結果については、特に大きな変化はなかった。

H
30
の
評
価

Ｃ
（一部に改善

を要する）

◎袋井西コミュニティセンター整備事業 協働まちづくり課

1

番号

833 794 維持

指標名

重要度 0.17

H30 R1

２．県内他市との比較

Ⅲ．今後の展開方向

◎自治会活動の必要性を再確認・認識してもらえるよう、自治会行事等を通じた働きかけや広報ふく
ろいなどにより周知・啓発活動を行っていくとともに、転入者に対して自治会加入促進チラシを配布す
るなどして、地域と行政が連携し、自治会加入促進に努めていく。
◎特色あるまちづくりを継続・発展させるために必要な支援方法を検討する。また、次代を担う30代
から50代の現役世代（子育て世代）にまちづくり協議会の活動を知ってもらうこと、興味を持ってもらう
ための情報発信が不可欠であり、コミュニティセンターの職員と連携して効果的な情報発信に取り組
んでいく。

Ⅱ．30年度に取り組んだ内容

◎自治会の必要性を再確認していただくよう、各自治会や不動産管理業者等の協力によりアパート
等住民の自治会加入の働きかけや周知・啓発活動を行った。
◎公民館13館及び豊沢ふれあい会館をコミュニティセンターに移行するとともに、コミュニティセンター
単位にまちづくり協議会が設立された。
◎特色ある地域づくり交付金による活動支援及び協議会間の情報共有（交流会）を実施した。
◎企業との連携事業が実施可能となるよう、袋井市協働まちづくり事業を通じて、企業との連携の幅
を広げた。
◎LINE公式アカウントや地域版ホームページを活用した情報発信を開始した。

R2

0.11 0.10

0.19 0.18

３．市民意識調査結果及びその分布

区分 Ｈ29Ｈ28

番号 指標名 項目
H26

（基準値）
H28 H29 H30 R1

R2
（目標値）

351,042 384,128400,586

3

2

H30
達成率

自治会加入率［↑］
（％）※（兼）政策指標

地域主体による新たなまちづくり
事業（コミュニティ事業）に取り組ん
だ数
［↑］（事業）

協働まちづくりセンターの登録団
体数
［↑］（団体）※（兼）政策指標

ＮＰＯ団体等が企業と連携し実施
した事業数［↑］
（事業所）

コミュニティセンターの利用者数
（人）［↑］

－ 88.0 88.5 89.0 89.5 90.0

87.2 86.4 85.9

満足度 0.12

96.5%

100.0%

85.5%

100.0%

96.0%
410,000405,000

11

400,000

87.5

（H27）

16

390,000

381,625

8

395,000

（政策６・取組１　重要度と満足度の評価マトリクス）

※［　］内の矢印は指標を「上げる」「下げる」を示します

コミュニティセンター化に伴い、H30年
度の評価から、政策１取組３より移⾏

（指標値変更）

H28 H29

H30

-0.25

0.00

0.25

0.50

-0.25 0.00 0.25 0.50 0.75

満
⾜
度
が
⾼
い

重要度が⾼い

（継続推進）（成果検証）

（重点課題）（検討課題）
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1 歴史資料館等の入館者数（Ｈ30年度）

Ⅰ．評価の分析

◎歴史資料館（歴史文化館・郷土資料館・近藤記念館）の入館者や事業の参加
者については、市民が関心を抱き、親しみやすいテーマを題材に企画展等の事
業を開催し、市民が歴史や文化財に触れる機会の創出に努めたことにより増加
した。なお、入館者の大幅増については平成30年11月の行幸啓による影響が大
きいと推察される。
◎多文化共生を推進するための講座数については、日本語の習得だけでなく、
日本の文化や慣習などを体験する内容を取り入れたほか、日本人と交流するイ
ベントなどを実施したことで、講座の定着化が図られ日本人も気軽に参加できる
ようになった。
◎文化・芸術及び多文化共生のいずれについても、社会の構造や価値観等の
大きな変化に伴い、その価値や普遍的重要性が高まっていることから、その必
要性や考え方について、広く周知をしていくことが不可欠。
◎市民意識調査の結果については、満足度が大きく上昇した一方、重要度に大
きな変化は無かった。

H
30
の
評
価

Ｃ
（一部に改善

を要する）

2

重要度

Ⅲ．今後の展開方向

6,100

目標値

目標値

実績値

基本方針（４）国際化に向けた人材育成と環境の整備

ふくろい版ホームステイ事業 企画政策課 1,167 4,497 縮小

実績値

4,320 維持 ◎

縮小

－

7

8 8 9

7 8 9

◎

国際交流推進事業 企画政策課 5,432

まちの国際化推進事業 企画政策課 1,029

17,512

H30 R1

1

目標値

実績値

歴史文化館運営事業 生涯学習課 3,072 3,037 維持

多文化共生推進事業 企画政策課 4,755 7,667 拡充

R2
（目標値）

H30
達成率

歴史資料館（歴史文化館・郷土資
料館・近藤記念館）の入館者数
［↑］
（人）

多文化共生を推進するための講
座数
（講座、窓口等設置数）［↑］（件）

（旧）

15,810 14,470 14,613

現状と課題

◎価値観の多様化が進む中、質の高い文化や芸術に触れることは、日々の生活に彩りを加え個人の成長を促すだ
けでなく、郷土への理解、誇りを育むため、市民の文化活動推進や郷土の歴史等について知る機会を増やしていく
ことが必要となる。
◎本市の外国人人口は、景気回復基調に合わせ年々増加しており、定住化・長期滞在化が進んでいる。また、近年
は東南アジアからの転入も増えており、その出身国も多様化していることから、相互理解を深めるとともに、多角的
視野を持つことが、今後の地域づくりには求められている。

基本方針（２）郷土の歴史や文化財の保護・顕彰

7,210 維持

彫刻のあるまちづくり事業 生涯学習課 785 1,162 維持

生涯学習課

政策6 市民がいきいきと活躍するまちを目指します
Ｈ30年度
実績額

R1年度
予算額

R2年度
予算の方向性取組2 多様な文化の創造

取組の目的 市民や団体等の主体的な文化・芸術活動を支援するとともに、国際感覚を持つ人材の育成を推進します。 基本方針（１）文化・芸術の推進

事業名 担当課

総事業費（千円） R2年度に
重点化する

事業

４．この取組実現のための主な事業

市民文化活動推進事業 6,490

149,930 7,286

（新） 17,800

（旧） 17,000

17,600

100.0%
9 10

藤枝市

５．総合評価

歴史文化館
郷土資料館
近藤記念館

埋蔵文化財
センター

埋蔵文化財
センター

郷土博物館
文学館

富士山
資料館

取組別評価シート（平成30年度実績）

－ 16,200

2

目標値

実績値

16,800

実績値

番号 指標名 項目
H26

（基準値）
H28 H29

17,512 1,057 281

２．県内他市との比較

番号 指標名 袋井市 磐田市 掛川市

目標値

実績値

（新） 17,200

（旧） 16,400

（新） 17,400

（旧） 16,600

（新）

100.0%

裾野市

◎市民の歴史や文化への関心が集まるような、魅力的なテーマやトレンドの把握に努め、それを反
映した企画展示や講座を開催する。また、展示や講座の会場となる歴史資料館の所在地を周知する
とともに、展示写真や講座の様子などをインターネットで情報発信し、新たな入館者や参加者を増や
していく。
◎多文化共生を推進するため、講座内容に工夫を凝らすとともに、日本人との交流が図られ、日本
人の知り合いや仲間づくりにつながる事業内容も組み立てていく。また、外国人及び日本人の子ども
を対象とした異文化交流事業、RWCを契機に取り組んでいるホームステイを活用した多文化共生の
推進などを新たに実施し、講座数を増やしていく。
◎３月に策定した「ふくろい多文化共生のまちづくり計画」に基づき、外国人市民の更なる増加に対
し、袋井国際交流協会と連携し、外国人への支援充実や外国人や地域との連携・協働など相互理解
や多様性の受容を育み、多文化共生社会の実現に向けて取組を進めていく。

Ⅱ．30年度に取り組んだ内容

◎歴史資料館では、市民の関心・人気が高い戦国時代・明治維新をテーマとした講座や展示を開催
し、市民が歴史を学ぶ機会、文化財に触れる機会の創出に努めた。
◎市内在住の外国人が、日本語の習得や日本で円滑に生活するための知識や教養を学び身に着
けるとともに、日本人住民と外国人住民がお互いの文化に触れることで、交流や相互理解が促進さ
れる講座を開催した。（防災講座、日本語支援者養成講座など、延べ約330人が参加）
◎多文化共生のまちづくりを推進するため、より実効性の高い多文化共生施策を総合的かつ体系的
に進めていくことを目的として、「ふくろい多文化共生のまちづくり計画」を策定した。

１．取組指標の実績値 郷土資料館運営事業 生涯学習課 5,908 5,724 維持

基本方針（３）多文化共生の推進

３．市民意識調査結果及びその分布

区分

0.00

Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2

（政策６・取組２　重要度と満足度の評価マトリクス）

0.03

満足度 0.02 0.02 0.27

目標値

0.01

※［　］内の矢印は指標を「上げる」「下げる」を示します

H28 H29

H30

-0.25

0.00

0.25

0.50

-0.25 0.00 0.25 0.50 0.75

満
⾜
度
が
⾼
い

重要度が⾼い

（継続推進）（成果検証）

（重点課題）（検討課題）
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人権啓発運営事業

485 683 維持

維持

虐待予防事業　【再掲1-1-(6)、2-1-(5)】 健康づくり課

家庭児童相談室運営事業　【再掲1-1-(5)】

人権同和問題啓発運営事業 しあわせ推進課 567 維持

14

619

H
30
の
評
価

Ｂ
（概ね順調）

しあわせ推進課 1,047

５．総合評価

Ⅰ．評価の分析

◎男女共同参画社会づくり宣言事業所数については、市内事業所に対し、周知
啓発等を行ったが、目標達成には至らなかった。
◎市の審議会女性委員の割合については、男女比の偏り平準化に努めている
が、宛て職や推薦される委員に男性が多いことに加え、防災や農業など男性割
合が高い分野については、適任となる女性の選出が難しい現状がある。
◎虐待予防教室の参加者数については、母子手帳の配布時や新生児訪問に加
え、予防接種説明会に来場された方への個別説明を通じて、広く講座の開催を
周知したことにより、参加者数・相談者数が増加した。
◎家庭児童相談室への実相談者数については、市広報紙への毎月掲載に加
え、家庭児童相談室側から児童の就学先等に対し、積極的に確認を実施したこ
とで、教員等関係者からの紹介が増加した。また、係に専門職が配置されたこと
で、インテーク機能が充実し、その後継続支援が必要なケースは家庭児童相談
室に繋げることが可能となり、相談者数の増加につながったと思われる。
◎市民意識調査の結果については、満足度及び重要度のいずれも上昇した。

藤枝市

維持

2

指標名

3

市の審議会等の女性委員の割合
（％）［↑］

虐待予防教室の参加者数
（人／年）［↑］

136

2

目標値

目標値

実績値

目標値

（新） 300

番号 掛川市

（新） 55

実績値

実績値

目標値

146

36.7

80

62

150

295

35.4

（H27）

－

56

－

（旧） 47 （旧）
目標値

実績値

(再掲)
「男女共同参画社会づくり宣言」宣
言事業所の数［↑］
（事業所）※（兼）政策指標

２．県内他市との比較

裾野市

70

50

30 49 49 50

－ 38

300 （新） 300

（旧） 156 （旧） 159

（政策６・取組３　重要度と満足度の評価マトリクス）

1

4

（新） 65 （新）

44

60

－

37.2

90

37.0

（新）

（旧） 41 （旧）

実績値

0.02 -0.03 0.02

Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2

0.24 0.25 0.33

Ⅱ．30年度に取り組んだ内容

◎男女共同参画の推進については、市内312事業所を対象に実態調査を実施するとともに、男女共
同参画社会づくり宣言事業所募集の周知啓発を図った。
◎虐待予防事業については、市が養成したファシリテーターを講師として、子育て支援センターなどを
会場に毎月１クール４回の講座を開催。講座への参加が母親同士の仲間づくりとなるよう配慮した。
◎家庭児童相談室への相談促進に向け、広報ふくろいに家庭児童相談室の連絡先や営業日時等を
毎月掲載した。また、要支援児童としてケース管理している児童について、家庭や小学校、幼稚園等
へ定期的に訪問し、様子を確認することに努めた。

家庭児童相談室への実相談者数
（人／年）［↑］

目標値

袋井市 磐田市

40

199

1,012

「男女共同参画社会づくり宣言」宣言事業所の数「県
男女共同参画課ホームページ平成31年4月現在」
(事業所)

50 151 51

実績値

基本方針（５）人権意識の向上と人権擁護

しあわせ推進課 623

３．市民意識調査結果及びその分布

2,104 維持

（新）

しあわせ推進課 0 36 維持

基本方針（３）生活困窮家庭の生活支援

生活保護事業 しあわせ推進課

基本方針（２）女性の活躍の推進

協働まちづくり課 592 622 維持男女共同参画プラン推進事業　【再掲1-1-(4)、6-3-(1)】

男女共同参画プラン推進事業　【再掲1-1-(4)、6-3-(2)】 協働まちづくり課 592 622 維持

基本方針（１）男女共同参画社会の実現

満足度

重要度

区分

４．この取組実現のための主な事業

事業名 担当課

総事業費（千円） R2年度に
重点化する

事業
Ｈ30年度
実績額

R1年度
予算額

R2年度
予算の方向性

人権同和問題啓発維持管理事業

番号 指標名 項目
H26

（基準値）
H28 H29 H30

H30
達成率

※［　］内の矢印は指標を「上げる」「下げる」を示します

◎人権に関する問題については、女性や子ども、高齢者、障がいのある方、外国人などに加え、近年ではＬＧＢＴやＩ
ＣＴの進展によるインターネット上での中傷など、多様化・複雑化している。個人の価値観が多様化する中、互いの違
いを認め合い、受け入れることが、誰もが人間らしく幸せに暮らすためには重要である。
◎子どもや配偶者への暴力、生活に困窮する家庭の増加が大きな社会問題となっている。
◎働き方改革の推進などにより、性別に関係なく、仕事や生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）をとり、地域活動に
対して、互いが支え合いながら生活することが求められている。

取組別評価シート（平成30年度実績）

政策6 市民がいきいきと活躍するまちを目指します

取組3 共生社会の確立

取組の目的 多様な価値観を認め合い、互いに支え合い、個性と能力を発揮できる社会の実現を目指します。

基本方針（４）虐待の予防及び早期対応

しあわせ推進課 3,681 3,697

しあわせ推進課 14,534 14,234 維持

615,129 653,356 維持

生活困窮者自立支援事業

生活保護適正実施推進事業

35.3

110

155

301

37.2 38.1 39.0

153
（旧） 162

１．取組指標の実績値

1

現状と課題

100

Ⅲ．今後の展開方向

◎男女共同参画社会の実現に向け、市役所が地域を先導する事業所として環境整備に取り組むとと
もに、女性活躍推進法や働き方改革関連法、ハラスメント規制法の成立などを受けて、令和２年度内
に第４次袋井市男女共同参画推進プランの策定を進めていく。
◎市の審議会等の女性委員の割合の増加に向け、あて職・団体推薦以外のポストには女性を多く採
用するよう配慮していく。また、今後も引き続き女性の公職参加状況の調査を実施し、女性の割合が
40％未満の審議会に対し、目標達成に向けて課題となっていることや今後の取組について調査を
行っていく。
◎児童虐待や家庭内暴力の根絶に向け、県などの関係機関や家庭児童相談室との密な連携によ
り、効果的な相談体制を築いていく。
◎偏見や差別のない社会の実現を目指し人権に対する正しい理解を深めるため、各種の人権教室
や人権相談、人権啓発活動を粘り強く実施し、また、袋井市総合計画の見直しに合わせ、第２次袋井
市人権啓発推進計画の策定作業を進めていく。

120

83.3%

92.7%

100.0%

100.0%

40.0

R1
R2

（目標値）

H28

H29

H30

-0.25

0.00

0.25

0.50

-0.25 0.00 0.25 0.50 0.75

満
⾜
度
が
⾼
い

重要度が⾼い

（継続推進）（成果検証）

（重点課題）（検討課題）
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